
農村振興局

令和９年度概算要求
農林水産関係予算説明動画

参考資料



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．スマート農業、国内の需要等を踏まえた生産に対応した基盤整備

農地の大区画化等の基盤整備を推進するとともに、ほ場周りの草
刈り・水管理等の管理作業の省力化に資する整備、水田の汎用化・
畑地化や、畑地かんがい施設の整備等を推進します。

２．農業水利施設の戦略的な保全管理
農業水利施設の計画的な更新、緊急的な施設の補強、施設の

集約・再編やポンプ等の省エネ化、小水力発電等の再エネ利用、操
作・運転の省力化・自動化のためのＩＣＴ導入等を推進するとともに、
ほ場周りの水路等については、水路の管路化、自動給水栓の導入等
により管理作業の省力化を推進します。また、土地改良区等による適
切な施設管理を推進します。

３．農業・農村の強靱化に向けた防災・減災対策
防災重点農業用ため池の防災工事、農業水利施設の長寿命化・

耐震化、これらの農業水利施設や農地を活用した流域治水の取組を
推進します。また、農業集落排水施設、農道等の強靱化を推進します。

農業農村整備事業＜公共＞

＜対策のポイント＞
農業の構造転換や国土強靱化等を図るため、農地の大区画化、水田の汎用化・畑地化、農業水利施設の計画的な更新・長寿命化、省エネ化・再エネ利

用、省力化等による適切な保全管理、ため池の防災・減災対策、田んぼダムの取組拡大等流域治水対策、農道の整備等の農業生産基盤の整備・保全を
推進します。

＜事業目標＞
○ 農業生産基盤整備の実施地区における担い手の米生産コストの労働費削減（現状比６割削減［令和11年度まで］）
○ 農業水利施設の機能が保全され、農業用水が安定的に供給されている農地面積の割合（10割［令和11年度まで］）

＜事業の流れ＞

国
都道府県

都道府県

市町村等

1/2等

※ 事業の一部は、直轄で実施（国費率2/3等）

1/2等

令和９年度予算概算要求額 437,453百万円（前年度 336,502百万円）

３．農業・農村の強靱化に向けた防災・減災対策２．農業水利施設の戦略的な保全管理

農地の大区画化

高収益作物・畑作物への転換

１．スマート農業、国内の需要等を踏まえた生産に対応した基盤整備

農道の整備

農業集落排水施設の整備

改修後のため池堤体

改修後の頭首工

改修前の頭首工

排水機場の整備

畑地かんがい施設の整備ICT水管理

ポンプの高効率化

ゲートの自動化

用排水路の管路化 自動給水栓

［お問い合わせ先］ 農村振興局設計課 （03-3502-8695）（注）上記要求額のほか、事項要求



農山漁村地域整備交付金＜公共＞

＜対策のポイント＞
地方公共団体が地域の自主性と創意工夫を活かしつつ実施する農林水産業の基盤整備や農山漁村の防災・減災対策を支援します。

＜事業目標＞
○ 農業生産基盤整備の実施地区における担い手の米生産コストの労働費削減（６割削減（現状比））
○ 木材供給が可能となる育成林の資源量の増加（25.5億m3［令和10年度まで］）
○ 気候変動を踏まえた高潮・津波に対応した海岸堤防等の整備の推進完了率（58％［令和12年度まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．都道府県又は市町村は、地域の実情に応じて農山漁村地域整備の
目標等を記載した農山漁村地域整備計画を策定し、これに基づき事
業を実施します。

２．農業農村、森林、水産の各分野において、農山漁村地域の生産現
場の強化や防災力の向上のための事業を選択して実施することができ
ます。
① 農業農村分野：農地整備、農業用用排水施設整備、

 海岸保全施設整備等
② 森 林 分 野：予防治山、路網整備等
③ 水 産 分 野：漁港漁場整備、漁村環境整備、

 海岸保全施設整備等
※ このほか、盛土による災害の防止に向けた緊急的な対策等を支援
します。

３．都道府県又は市町村は、自らの裁量により地区ごとに交付金の配
分が可能です。
また、都道府県の裁量で地区間の融通が可能です。

交付金を活用した事業例
【農業農村基盤整備】 【水産基盤整備】

【海岸保全施設整備】【森林基盤整備】

ほ場整備による農業生産性の
向上と秩序ある土地利用の推進

老朽化した用水路の整備・更新

津波・高潮対策としての水門整備津波、高潮による被害を未然に
防ぐため海岸堤防の整備を推進

漁村における津波避難対策
（避難施設、避難経路の整備）

漁業作業の効率化と安全対策の
ための漁港整備（岸壁改良）

林道等の整備により効率的な
間伐材等の搬出を実現

治山施設による山地災害の未然
防止

（共通）切迫する南海トラフ地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震等の発生を見据えた防災インフラ整備
＜事業の流れ＞

国

都道府県

都道府県、市町村

市町村等
1/2等

1/2等

1/2等

令和９年度予算概算要求額 91,498百万円（前年度 76,249百万円）

［お問い合わせ先］ （農業農村分野）農村振興局地域整備課 （03-6744-2200）
（森林分野） 林野庁計画課 （03-3501-3842）
（水産分野） 水産庁計画・海業政策課 （03-6744-2387）



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．計画策定事業
① 計画策定支援事業

情報通信環境に係る調査、計画策定に係る取組を支援
します。また、情報通信分野の知見を持つ人材を育成する
取組を支援します。

② 計画策定促進事業
事業を進める中で生じる諸課題の解決に向けたサポート、
ノウハウの横展開等を行う民間団体の活動を支援します。

２．施設整備事業
① 農業水利施設等の管理の省力化・高度化やスマート農
業の実装に必要な光ファイバ、無線基地局等の情報通信
施設及び附帯設備の整備を支援します。

② ①の情報通信施設を地域活性化に有効活用するための
附帯設備の整備を支援します。

【実施要件】
・事業実施計画を策定していること（１、２の事業）
・総事業費200万円以上 等（２の事業）

＜対策のポイント＞
農業者が減少する中、生産性の向上、生産コストの低減に向け、農業水利施設等の管理の省力化・高度化やスマート農業の実装を推進するとともに、地
域活性化を促進するため、農村地域における情報通信環境の整備を支援します。

＜事業目標＞
情報通信環境の整備に取り組む地区（約100地区［令和11年度まで］）

国
都道府県

市町村等

定額
民間団体

定額、1/2等

（１②の事業）

（１①、２の事業）

（１①、２の事業）

無線基地局

情
報
通
信
施
設

農業用ダム

居住エリア

自宅から農地を
監視

事務所から施設を
監視・制御

農業集落排水

○ 計画策定支援事業を活用し、
地域一体となって事業を推進する
取組体制を構築。
○ 国営事業によるほ場整備と
併せて、無線基地局を整備し、
農機の自動操舵のための
RTK-GNSS基準局、
自動給水栓等を導入予定。

事業活用事例（A地区）

［お問い合わせ先］ 農村振興局地域整備課 （03-6744-2209）

気象センサー
（気温、湿度、風力等）

①情報通信施設等

鳥獣罠センサー

無線基地局。地域の取組内容に応じて適切な通信規格を選定。

（情報通信施設の活用例）

農業水利施設等の管理の
省力化・高度化に関する利用

地域活性化に関する利用

スマート農業の実装に関する利用

光ファイバ

水位センサーRTK-GNSS基準局光ファイバ 自動給水栓

令和９年度予算概算要求額 1,004百万円（前年度 655百万円）

排水機場

頭首工

ため池

＜事業の流れ＞

農作業
体験施設

公衆無線LAN 農機の
自動操舵

鳥獣罠
センサー

ハウス
環境計測

選果場

ドローン

農業生産基盤情報通信環境整備事業

自動給水栓

②附帯設備 （単独整備も可能） ※下線部は拡充内容

（注）上記要求額のほか、事項要求



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
地域の多様なニーズに応じて、以下の１～６の対策を支援します（複数の対策を組み合わせることも可能）。
１．農地集積促進

畦畔除去による区画拡大や暗渠排水等の担い手への集積に向けたきめ細かな耕作条件の改善を支援します。
２．高収益作物転換

高収益作物への転換に向けた基盤整備に加え、輪作体系の検討や栽培技術の研修会、高付加価値農業施
設の設置等の高収益作物への転換に必要な取組を支援します。

３．スマート農業導入
スマート農業の導入に向け、基盤整備と一体的に行うGNSS基地局の設置等を支援します。

４．病害虫対策
農地の土層改良や排水対策等の病害虫の発生予防・まん延防止に必要な基盤整備等を支援します。

５．水田貯留機能向上
水田の雨水貯留機能を向上する「田んぼダム」の実施に必要な基盤整備等を支援します。

６．土地利用調整
多様で持続的かつ計画的な農地利用のためのゾーニングに必要な交換分合や基盤整備等を支援します。

農地耕作条件改善事業

＜対策のポイント＞
農地中間管理機構による担い手への農地集積等に向けて、地域の多様なニーズに応じたきめ細かな耕作条件の改善、高収益作物への転換、麦・大豆の
増産、スマート農業の導入、水田貯留機能の向上に必要な取組等をハードとソフトを組み合わせて支援します。

＜事業目標＞
基盤整備完了地区における担い手への農地集積率（９割以上［令和11年度まで］）

高付加価値農業施設の設置技術研修会

畦畔除去 土層改良

きめ細かな耕作条件改善への支援

高収益作物への転換に向けた支援

スマート農業導入への支援

病害虫対策への支援
GNSS基地局設置 自動操舵システム導入

「田んぼダム」の取組支援

落水口と堰板の整備

暗渠排水

客土・反転耕

令和９年度予算概算要求額 28,483百万円（前年度 20,275百万円）

［お問い合わせ先］ 農村振興局農地資源課 （03-6744-2208）

＜事業の流れ＞

国
1/2、定額 等

都道府県

都道府県

市町村等
1/2、定額 等

※地域計画内における整備農地周辺の未整備農地を整備する場合、機構集積推進費の活用が可能
※高収益作物の転換割合に応じ、高収益作物導入促進費の活用が可能

【実施要件】 総事業費200万円以上、農業者数２者以上 等
【実施区域】 農振農用地区域のうち地域計画の策定区域等

（注）上記要求額のほか、事項要求



畦畔除去

30a区画
×７枚

2.1ha区画

区画拡大イメージ

簡易な基盤整備
により区画拡大

法人等の農業者が自ら施工可能な簡易な整備によって、機動的に農地の区画
拡大を実施し、併せて担い手への農地集積や更なる大区画化・省力化を図る
ことで、競争力ある農業の実現に寄与します。

※大区画化等推進協議会：各都道府県に１つ設置し、農業者への技術指導、交付事務等を実施。

＜対策のポイント＞
食料・農業・農村基本計画に基づき、初動５年間で農業構造転換を推進し、生産性の向上を図るため、法人等の農業者が自ら行う畦畔除去等の簡易
整備による農地の大区画化等の取組を支援します。

＜事業目標＞
○ 水田の基盤整備（約９万ha）うち、1ha以上の大区画化（約６万ha［令和11年度まで］）
○ 基盤整備完了地区における事業実施前後での農業法人の経営農地面積の増加率（1.5倍以上［令和11年度まで］）

大区画化等推進協議会

1/2等、定額
＜事業の流れ＞

国
大区画化等推進協議会 農業者等 （１、２の事業）

（３の事業）
定額

［お問い合わせ先］ 農村振興局農地資源課 （03-6744-2208）

大区画化等加速化支援事業
令和９年度予算概算要求額 6,658百万円（前年度 500百万円）

【実施要件】 農地の区画拡大を実施すること
【実施区域】 農振農用地区域のうち地域計画の策定区域等

※下線部は拡充内容
＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．農地の区画拡大や省力化整備に係る基盤整備
畦畔除去による区画拡大や暗渠排水等の簡易な基盤整備を定額・定率で支援します。
【定額上限】 区画拡大 ７万円/10ａ、畦畔除去 ４万円/100ｍ、

暗渠排水 18万円/10ａ 等
※担い手に集約化（面的集積）する場合、定額上限を1.2倍まで引上げ。
１ha以上に大区画化する場合、定額上限を1.32倍まで引上げ。

２．調査・調整活動等に係るソフト事業
権利関係、農家意向、農地集積等に関する調査・調整活動等に要する経費を定額で

支援します。
【定額上限】 300万円/地区

３．大区画化等推進協議会の事務費
大区画化等推進協議会の事務費を定額で支援します。
【定額上限】 2,000万円/協議会

（注）上記要求額のほか、事項要求



＜対策のポイント＞
農業水利施設のきめ細かな長寿命化対策、機動的な防災減災対策等を支援します。

＜事業目標＞
○ 農業水利施設の機能が保全され、農業用水が安定的に供給されている農地面積の割合（10割［令和11年度まで］）
○ 湛水被害等が防止される農地及び周辺地域の面積（21万ha［令和11年度まで］）
○ 防災対策を講じる優先度が高い防災重点農業用ため池における防災工事着手割合（９割以上［令和11年度まで］）

ため池の廃止

漏水防止のための整備

老朽化した施設の機能診断

洪水を安全に流下

堤体を開削

ため池の整備

機動的な防災減災対策きめ細かな長寿命化対策

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．きめ細かな長寿命化対策
① 機能診断・機能保全計画に基づいた補修や更新、管路化、水管理のICT活用等による水管
理・維持管理の省力化、農業水利施設のスペア資材の確保、農道施設の整備を支援します。

② ハード対策を行うための機能診断・機能保全計画の策定、土地利用調整等を支援します。
※ 長寿命化対策において、農地集積・集約化への取組割合等に応じて促進費を交付します。

２．機動的な防災減災対策
① 災害の未然防止に必要な施設整備、リスク管理のための監視機器の設置、農業水利施設の
撤去、転落防止対策及び盗難対策、ため池の廃止、渇水対策のポンプ設置、農道施設等の防
災減災対策を支援します。

② ハード対策を行うための耐震性点検・調査等を支援します。
③ 合併浄化槽への転換により用途廃止される農業集落排水施設の単独撤去を支援します。
④ 流域治水対策のための農業水利施設への危機管理システムの整備等を支援します。

３．ため池の保全・避難対策
ハザードマップの作成、監視・管理に必要な研修の開催、包括的管理のモデル的取組、ため池サ
ポートセンターが行う管理者への指導・助言等の活動を支援します。（ため池サポートセンターへの支
援について、助成額の上限を引上げ。【定額】1,000万円→1,200万円 【定率】4,000万円
→4,800万円）

４．施設情報整備・共有化対策
農業水利施設情報等のGIS化を支援します。

農業水路等長寿命化・防災減災事業

施設情報整備・共有化対策

ため池の現地パトロール 施設情報等のGIS化

ため池の保全・避難対策

※下線部は拡充内容

令和９年度予算概算要求額 42,952百万円（前年度 27,200百万円）

［お問い合わせ先］ 農村振興局水資源課  （03-3502-6246）
 防災課 （03-6744-2210）
 設計課 （03-6744-2201）
 地域整備課 （03-6744-2200）

＜事業の流れ＞

【実施要件】 １、２の対策：総事業費200万円以上、受益者数２者以上、
 工事期間原則３年（ため池の場合は５年）以内 等

【実施区域】 農振農用地区域、生産緑地 等

1/2、定額 等
都道府県

国
都道府県

1/2、定額 等
市町村等

（注）上記要求額の
 ほか、事項要求



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．ハード事業
畑作物・園芸作物の生産性向上のための畑地かんがい施設の整備、区画整理、
農道整備、水稲から畑作物・園芸作物への作付転換に必要な排水改良や
パイプライン化等の基盤整備を支援します。

２．ソフト事業
実証ほ場の設置・運営、農業機械・施設のリース、果樹・茶に係る新植・改植、
作付転換等の営農の転換等に向けた取組を基盤整備と一体的に支援します。
※地域計画内における整備農地周辺の未整備農地を整備する場合、
機構集積推進費の活用が可能

【実施区域】 農振農用地区域（畑作物・園芸作物が作付けされる農地）、生産緑地 等
【実施要件】 総事業費200万円以上、農業者数２者以上、工事期間原則５年以内 等
【事業実施主体】 都道府県、市町村、農業法人 等（大区画化等推進協議会経由含む）

＜対策のポイント＞
麦・大豆や野菜等の生産拡大を図るため、畑作物・園芸作物を作付けする地域において、畑地かんがい施設の整備、農地の排水改良等の基盤整備をきめ

細かく機動的に支援します。

＜事業目標＞
農業水利施設の機能が保全され、農業用水が安定的に供給されている農地面積の割合（10割［令和11年度まで］）

畑地帯のきめ細かな基盤整備への支援

水田地域の作付転換への支援

畑の排水改良畑地かんがい施設の整備 農道整備による輸送効率の向上

暗渠排水の整備 野菜・果樹への転換

畑作等促進整備事業

［お問い合わせ先］ 農村振興局水資源課 （03-3502-6246)

令和９年度予算概算要求額 3,504百万円（前年度 2,855百万円）

1/2、定額 等
都道府県

国 都道府県 市町村等
1/2、定額 等

大区画化等推進協議会 農業法人等
1/2、定額 等

＜事業の流れ＞
※下線部は拡充内容



日本型直接支払のうち
中山間地域等直接支払交付金

＜対策のポイント＞
中山間地域等において、農業生産条件の不利を補正することにより、将来に向けた農業生産活動の継続を支援します。令和９年度から、水田政策の見直

しの中で条件不利の実態に配慮し、支援を拡大します。

＜事業目標＞
○ 耕作放棄を防止し、中山間地域等の農用地8.4万haの減少を防止［令和７年度から令和11年度まで］

令和９年度予算概算要求額 事項要求（前年度 28,460百万円）

＜事業の内容＞ ＜令和９年度の見直し（新たな水田政策（コメの中長期対策）の基本的考え方・仕組み）＞
農業生産条件の不利な中山間地域等において、集落等を単位に、
農用地を維持・管理していくための取決め（協定）を締結し、それにし
たがって農業生産活動等を行う場合に、面積に応じて一定額を交付し
ます。また、制度の適正かつ円滑な実施に向けた都道府県、市町村等
の推進体制を支援します。

［お問い合わせ先］農村振興局地域振興課（03-3501-8359）

＜事業の流れ＞

国 都道府県 市町村等
定額定額

農業者等
定額

国は、都道府県・市町村とともに、地域計画の見直しとも連携しつつ、集落に対する関与を強化
全ての都道府県で市町村等への制度の周知も含めたサポート体制を構築。対象農地選定を効率
化するためのデジタル技術の活用促進
中山間地域等直接支払について、共同活動が困難な場合は、地域の実情に合わせて、集落協定に
こだわらず個別協定も推進

中山間地域等直接支払の集落協定が、既存の組織のままで多面的機能支払もまとめて申請できる
仕組みを導入し、多面的機能支払の取組拡大を図る
郵便局やRMO、地域の企業等との連携により事務局機能の強化・事務負担の軽減を図る

農村地域の人口減少・高齢化により、農地の保全管理等の共同活動を行う者が不足する
など活動組織の継続に支障が生じている中、地域の営農や共同活動が将来にわたって継続
できるよう、特に中山間地域では人口減少等が加速度的に進行していることも踏まえ、
プッシュ型で取り組むなど、次の対策を講じます。

中山間地域等直接支払 1 

中山間直接支払・多面的機能支払共通 1  

対象農用地の拡大

「農業生産活動等を継続するための活動」のみを行う場合は交付単価の８割（基礎単価）、 これに加えて
「ネットワーク化活動計画の作成」を行う場合は交付単価の10割を交付（体制整備単価） 

地方負担の軽減

プッシュ型による取組強化

一体的実施の推進

返還免除規定の徹底

現行の地方財政措置に加え、更なる地方の負担軽減策としてどのような対応ができるか検討

傾斜によらない不利性（法面管理、ほ場条件等）を有する農地について、協定農地の営農や共同活
動の継続に地方公共団体が必要と認める場合に、集落協定の対象農地へ位置付け

宅地等へ転用された農地等が遡及返還の対象（協定農地全てを対象とする連座制ではなく当該農地
のみ）となり、高齢や病気等のやむを得ない事情がある場合には、遡及返還が不要であることを徹底

10m

0.5m

田：急傾斜
(傾斜：1/20)

21,000円/10a

地目 区分 交付単価
(円/10a)

田
急傾斜(1/20~) 21,000
緩傾斜(1/100~) 8,000

畑
急傾斜(15度~) 11,500
緩傾斜(８度~) 3,500

畑：急傾斜
(傾斜：15度)

11,500円/10a

2.7
m

10m

【主な交付単価】

【対象地域】 中山間地域等（地域振興８法と棚田法指定地域及び
知事が定める特認地域）

【対 象 者】 集落協定又は個別協定に基づき５年以上継続して耕作
を行う農業者等

① 農業生産活動等を継続するための活動（耕作放棄の発生防止、水路・農道の
管理活動等）

② 農業生産活動等の体制整備のための取組（ネットワーク化活動計画の作成）

【集落協定等に基づく活動】

【対象農用地】 農振農用地区域内かつ地域計画区域内に存し、傾斜
等の基準を満たす農用地



＜事業の内容＞ ＜令和９年度の見直し （新たな水田政策（コメの中長期対策）の基本的考え方・仕組み）＞

＜対策のポイント＞
地域共同で行う、多面的機能を支える活動や地域資源（農地、水路、農道等）の質的向上を図る活動を支援します。

＜事業目標＞
○ 農地・水路等の保全管理により農業生産活動が維持される農用地面積（237.8万ha［令和12年度まで］）
○ 農地・水路等の保全管理の共同活動を行う小規模組織のうち体制強化に取り組む組織の割合（50%［令和12年度まで］）

日本型直接支払のうち
多面的機能支払交付金

＜事業の流れ＞
定額 定額

市町村 農業者等 （１の事業）

市町村等
定額

（２の事業）
国 都道府県

定額

［お問い合わせ先］ 農村振興局農地資源課 （03-6744-2197）

① 農地維持支払
地域資源の基礎的保全活動等の多面的機能を支える共同活動を

支援します。

農村地域の人口減少・高齢化により、農地の保全管理等の共同活動を行う者が不足するなど
活動組織の継続に支障が生じている中、地域の営農や共同活動が将来にわたって継続できるよ
う、特に中山間地域では人口減少等が加速度的に進行していることも踏まえ、プッシュ型で取
り組むなど、次の対策を講じます。

多面的機能支払
活動組織の支援の充実

国は、都道府県・市町村とともに、地域計画の見直しとも連携しつつ、集落に対する関与を強化
全ての都道府県で市町村等への制度の周知も含めたサポート体制を構築。対象農地選定を効率化
するためのデジタル技術の活用促進

中山間地域等直接支払の集落協定が、既存の組織のままで多面的機能支払もまとめて申請できる
仕組みを導入し、多面的機能支払の取組拡大を図る
郵便局やRMO、地域の企業等との連携により事務局機能の強化・事務負担の軽減を図る

多面的機能支払・中山間直接支払共通 

プッシュ型による取組強化

一体的実施の推進

外部人材の確保や先進技術の活用により作業の省力化を図る取組を支援し推進
地域全体で長期中干し、冬期湛水等の取組を拡大させる観点から、取組に対して行っている現在の
支援を、活動組織にインセンティブが働く支援に見直し

実 施 主 体：農業者等で構成される組織（❶及び❸は農業者のみで構成する組織でも取組可能）
対象農用地：農振農用地及び多面的機能の発揮の観点から都道府県知事が定める農用地

１．多面的機能支払交付金

② 資源向上支払
地域資源の質的向上を図る共同活動 、施設の長寿命化のための

活動を支援します。

２．多面的機能支払推進交付金
制度の適正かつ円滑な実施に向けて、都道府県、市町村等による

事業の推進を支援します。

返還免除規定の徹底
宅地等へ転用された農地等が遡及返還の対象（協定農地全てを対象とする連座制ではなく当該農地の
み）となり、高齢や病気等のやむを得ない事情がある場合には、遡及返還が不要であることを徹底

交付単価

［５年間以上実施した地区は、➋に75％単価を適用］
※１：➋、❸の資源向上支払は、➊の農地維持支払と併せて取り組むことが必要
※２：➊､➋と併せて❸の長寿命化に取り組む場合は､➋に75％単価を適用
※３：❸の長寿命化において、直営施工を行わない場合は、5/6単価を適用

都府県 北海道

❶農地維持支払 ❷資源向上支払
（共同）

❸資源向上支払
（長寿命化）

❶農地維持支払 ❷資源向上支払
（共同）

❸資源向上支払
（長寿命化）

田 3,000 2,400 4,400 2,300 1,920 3,400
畑 2,000 1,440 2,000 1,000 480 600
草地 250 240 400 130 120 400

※1,2,3※1 ※1 ※1,2,3

令和９年度予算概算要求額 事項要求（前年度 50,048百万円）

(円/10a)







農山漁村振興交付金

＜事業の全体像＞

［お問い合わせ先］ 農村振興局農村計画課 （03-6744-2493）

令和９年度予算概算要求額 9,970百万円（前年度 7,045百万円）

地
域
社
会
の
維
持
・
活
性
化中

山
間
地
域
等

振興山村での地域資源を用いた地域
経済の活性化の取組を支援します。

山村活性化対策

地域資源を活用した商品開発

地域における土地利用構想の作成から実現までの取
組や荒廃農地の再生を総合的に支援します。

最適土地利用総合対策

地域資源活用価値創出対策

地域資源活用価値創出
整備事業

地域発展に向けた計画づくり
や農山漁村の地域資源を活
用し、新たな価値を創出する
取組等を支援します。

農山漁村の地域資源を活用
し、新たな価値を創出する施
設整備を支援します。

地域資源活用価値創出
推進事業

（関連事業）
地域資源活用価値創出委託調査事業

複数集落の機能を補完する農村型地域運営組織（農村RMO）の形成、収益力向上や販
売力強化等に関する取組、デジタル技術の導入・定着、棚田地域等の振興を支援します。

中山間地農業推進対策

農村RMOの形成 栽培技術のｅラーニング高収益作物の導入

都 市 部

都市農業への関心の
喚起や多様な機能の
発揮に資する取組を支
援します。

都市農業機能
発揮対策

都市農地貸借による
担い手づくりへの支援

地元食材・景観等を活用した
観光コンテンツの造成

障害者等の農林水産業
に関する技術の習得

遊休施設を活用した
滞在施設の整備

障害者等が作業に携わる
生産施設の整備

農泊推進型 農福連携型

.
地域発展に向けた
計画づくり※

地域活性化型 創出支援型

官民共創による
地域課題解決

農林水産物
販売施設の整備

農林水産物
処理加工施設の整備

定住促進・交流対策型、産業支援型

食の高付加価値化に
不可欠な内装の改修

農地の粗放的利用土地利用構想の作成 荒廃農地の再生

農山漁村地域

情
報
発
信

就
農
移
住

交
流

※ 他対策の実施に向けた計画づくりにも活用可能

＜対策のポイント＞
少子高齢化・人口減少が進む農山漁村において、多様な人材が農村に関わる機会を創出するとともに、農山漁村の多様な地域資源を活用して所得の向
上と雇用の創出を図る「里業」の推進等の取組や農村に人が住み続けるための条件整備など農村振興施策を総合的に推進することにより、地域社会の維持、
活性化を後押しします。

＜政策目標＞
地域資源を活用して付加価値額向上に取り組む事業体の割合の増加（68％→78％［令和11年度まで］）等



令和９年度予算概算要求額 9,970百万円（前年度 7,045百万円）の内数

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

1．地域資源活用・地域連携サポート事業
① 農山漁村地域の課題解決に向けた取組を技術的・人的・金銭的側面から推進するため、
ア 生産性や付加価値の向上に向けたAI技術等の活用
イ 農山漁村への企業等の多様な主体の参画促進に向けた国による証明書制度の実施
ウ 地域レベルでの案件形成の促進に向けた、金融機関等の中間支援組織を活用し民間企業と
自治体等とのマッチングとそれに伴うファイナンスを支援する取組

等の官民共創の仕組みを活用した取組や、起業の促進に向けた取組を支援します。

また、地方創生センター等における取組を支援するため、中央サポートセンターを設置し、地域資
源を活用した付加価値の創出に係る課題解決に取り組む事業者に対して、専門家を派遣する取
組等を支援します。

② 施設給食において、地産地消を促進するコーディネーターの派遣・育成の取組等を支援します。
【事業期間：１年、交付率：定額】

2．農林水産 地方創生センター形成促進事業
地域金融機関等と連携し、都道府県単位で農林水産地方創生センターを設置・運営するとともに、
地域資源を活用した付加価値創出や経営改善などの課題に取り組む事業者に対して専門家を派
遣し、地域において官民共創による課題解決を推進する取組等を支援します。
【事業期間：１年、交付率：定額】

地域資源活用・地域連携サポート事業

＜対策のポイント＞
農山漁村における所得の向上と雇用機会の確保を図るため、官民共創の促進による地域課題の解決に向けた取組、事業者の経営改善等に向けた専門
家派遣、農林水産物や農林水産業に関わる多様な地域資源を活用した事業化支援等の取組を支援します。

＜事業目標＞
地域資源を活用して付加価値額向上に取り組む事業体の割合の増加（68％→78％［令和11年度まで］）

［お問い合わせ先］
国

定額
民間事業者

（２の事業）

（１の事業）

都道府県
（１②の事業） 農村振興局都市農村交流課 （03-6744-1855）
（１①、２の事業） 農村計画課 （03-6744-2141）

農林水産 地方創生センター形成促進事業

定額

課題を抱える地域

地方創生センター

病院、企業、学校等

地方農政局

民間企業
地域金融機関

専門家

必要な人材のマッチング・派遣
事業の創出、経営改善をサポート

多様な企業等との案件を形成
ブレンデッドファイナンスの支援等

民間団体

教育機関

市町村

中
間
支
援
組
織

（
地
域
金
融
機
関
等
）

市
町
村
・

協
議
会
等

民
間
企
業
等

課題の
把握

課題の
提示

ｿﾘｭｰｼｮﾝ
提示

ｿﾘｭｰｼｮﾝ
提示

マッチング

証明書

AI活用

イ
ン
パ
ク
ト
の
創
出
に

つ
な
が
る
取
組
に
対
し
て
発
行

AI活用

中央サポートセンター

・プランナー等の派遣
・問い合わせ・相談 等

地産地消
コーディネーター

派遣

支援

＜事業の流れ＞

農山漁村振興交付金（地域資源活用価値創出対策）のうち
地域資源活用価値創出推進事業（創出支援型）

※下線部は拡充事項



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．地域発展プロジェクト促進事業
農山漁村が持つ豊かな地域資源を活用した地域の創意工夫による地域活性化に向けて、実証を踏まえて具体化
した計画の策定と、官民の伴走支援体制を含む実施体制の構築を行う地域の発展的・継続的なプロジェクトを支
援します。
【事業期間：２年、交付率：定額（上限300万円/年）】
※条件不利地域においては、上限額の加算措置あり。

２．農村地域づくり人材育成・ネットワーク形成事業
都道府県による農山漁村のニーズに応じた地域政策を推進するための総合的な人材育成・ネットワーク形成を支  
援します。
【事業期間：１年、交付率：定額（上限700万円）】

３．農山漁村情報発信事業
  農山漁村のポテンシャルを引き出して地域の活性化や所得向上に取り組んでいる優良な事例の普遍化や、農業
遺産等の歴史的・文化的背景、景観等を含む農業・農村の有する多様な価値に係る理解醸成及び企業等と農
業・ 農村の協働に向けた情報発信の取組を支援します。
【事業期間：１年、交付率：定額】

※下線部は拡充事項

［お問い合わせ先］
（１の事業、２の事業） 農村振興局都市農村交流課 （03-6744-1855）
（３の事業のうち優良事例の情報発信）  農村計画課 （03-3502-6001）
（３の事業のうち農業遺産等の情報発信） 鳥獣対策・農村環境課 （03-6744-0250）

＜対策のポイント＞
農山漁村の自立及び維持発展に向けて、地域住民が生き生きと暮らしていける環境の創出を行うためのきっかけをつくり、農山漁村について広く知ってもらう

ことを入口に、地域資源を活用した付加価値の創出や農村関係人口の拡大、二地域居住・移住・定住の実現を図り、農山漁村の活性化を推進します。

＜事業目標＞
農村関係人口の増加に向けた取組が行われている市町村数（1,190市町村［令和11年度まで］）

WebサイトやSNSによる
優良事例の情報発信 農業農村の多様な価値の理解醸成

＜事業の流れ＞

国

定額 NPO法人、
民間企業等 （３の事業）

地域協議会
定額等

都道府県
定額等

（１の事業）

定額
都道府県 （２の事業）

実証（試験販売） 実証を踏まえた計画づくり

研修（ワークショップ） 現地研修

令和９年度予算概算要求額 9,970百万円（前年度 7,045百万円）の内数

農山漁村振興交付金（地域資源活用価値創出対策）のうち
地域資源活用価値創出推進事業（地域活性化型）



農山漁村振興交付金（地域資源活用価値創出対策）のうち
地域資源活用価値創出推進・整備事業（農泊推進型）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．地域資源活用価値創出推進事業（農泊推進型）
① 農泊推進事業【交付率：定額】
ア 農泊地域創出：農泊地域の実施体制整備や地元食材・景観等を活用した観光コンテンツの造成、プロモーショ

ン等を支援します。【事業期間：上限２年、上限1,000万円（年標準額：500万円）】
〔アの取組を実施した農泊地域に対して、更なる高付加価値化のため、以下を支援〕
イ インバウンド食関連消費拡大：ターゲット国のニーズ調査、「食」に特化した高付加価値コンテンツの造成等を

支援します。【事業期間：上限３年、上限1,500万円（年標準額：500万円）】
ウ 関係人口発展：企業研修や教育旅行の受入、地域貢献人材の呼び込み等の関係人口を拡大させるプログラ

ム造成等を支援します。【事業期間：上限２年、上限600万円（年標準額：300万円）】
② 人材活用事業【事業期間：①に準ずる、交付率：定額（研修生：上限250万円/年、専門家：上限650万円/年）】
③ 広域ネットワーク推進事業【事業期間：１年、交付率：定額】
農泊地域の経営高度化に向けた研修、多様な需要拡大に向けたニーズ調査、モデル事例の創出等を支援します。

２．地域資源活用価値創出整備事業（農泊推進型）
①市町村・中核法人実施型【事業期間：上限２年、交付率：1/2（上限2,500万円/事業期間）】
農泊の推進に必要な古民家等を活用した滞在施設、飲食施設、体験・交流施設等の整備を支援します。
＜遊休資産の改修、避難所等としての活用、複数施設（そのうち少なくとも１つは1①イに不可欠な施設）の整備を
実施する場合、上限額引上げ＞

②農家民泊経営者等実施型【事業期間：１年、交付率：1/2（上限1,000万円/経営者かつ5,000万円/地域】
農家民泊等における小規模な改修を支援します。
＜農家民宿への転換、避難所等としての活用を実施する場合、上限額引上げ＞

※下線部は拡充事項

［お問い合わせ先］ 農村振興局都市農村交流課 （03-3502-5946）

＜対策のポイント＞
農山漁村の所得向上と関係人口の創出を図るため、農山漁村に宿泊し、地域資源を活かした食事や体験を楽しむ農泊の実施体制整備、食や景観の観
光コンテンツとしての磨き上げ、経営高度化に向けた研修、古民家を活用した滞在施設の整備等を一体的に支援します。また、企業研修や教育旅行の受入
等の関係人口の拡大・深化を図るプログラム造成等を支援し、地域課題の解決や都市と農山漁村の相互理解増進にもつなげていきます。

＜事業目標＞
○ 農泊地域での年間延べ宿泊者数（1,200万人泊［令和11年度まで］）
○ 農泊地域における宿泊等の売上額（2,200億円［令和11年度まで］）

食の高付加価値化に不可欠な内装・遊休施設を活用した施設の整備

地元食材・景観等を活用した観光コンテンツの造成

中核法人
宿 泊 業飲 食 業

農林水産業

小 売 業
旅 行 業金 融 業

交 通 業

地域協議会
多様なプレイヤーで構成される地域協議会に対して一体的に支援

＜事業の流れ＞

（２の事業）

（１①,②の事業）

国
（２の事業）中核法人等

1/2

地域協議会等

民間企業等

定額

定額
都道府県 地域協議会等

都道府県 中核法人等

定額

1/2

定額

1/2

（１①,②の事業）

（１③の事業）

インバウンド向け食コンテンツの造成

自 治 体

地域課題を学ぶプログラム造成

令和９年度予算概算要求額 9,970百万円（前年度 7,045百万円）の内数



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．鳥獣被害防止総合対策交付金 19,574百万円（前年度 9,900百万円）
① 鳥獣被害防止総合支援事業

シカやイノシシ、クマ、サル等への対応など「被害防止計画」に基づく地域ぐるみの取組
や、強固な侵入防止柵の整備、自治体の体制強化、ジビエ利用拡大等を支援します。

② 鳥獣被害防止都道府県活動支援事業、都道府県広域捕獲活動支援事業
都道府県が主導して行う鳥獣被害防止対策、広域捕獲に係る取組等を支援します。

③ 鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業
被害を及ぼす野生鳥獣の捕獲活動に係る取組を支援します。

④ シカ・クマ特別対策等事業
シカの集中捕獲や、クマの捕獲対策等を体制整備と併せて支援します。

⑤ スマート捕獲等普及加速化事業
スマート鳥獣害対策と農地周辺での加害性の高い個体の重点的な捕獲対策等を

行うモデル地区の整備・横展開を支援します。
⑥ 鳥獣被害対策基盤支援事業

被害対策推進のための人材育成、ジビエ利用推進のためのハンターや処理加工施設
向けの研修、ペットフードへの利用促進、消費拡大に向けた情報発信等を支援します。

【関連】 鳥獣被害対策タスクフォースへの支援
交付金の各メニューにおいて、対策の高度化に取り組む重点支援対象市町村に対し、

重点的に支援します。

２．シカ等による森林被害緊急対策事業 359百万円（前年度 82百万円）
林業関係者と地域関係者が連携し、シカ捕獲ポイントの特定調査など、効率的な捕獲に

必要な取組を実施、支援するとともに、再造林地でのシカ捕獲・防護手法の実証支援や国
有林野における国土保全のための広域的なシカ捕獲を実施します。

定額

定額

＜対策のポイント＞
農作物被害のみならず農山漁村での生活に影響を与えるシカ・イノシシ・クマ等による鳥獣被害の防止のため、広域的で効果的・効率的な鳥獣被害対策や
ジビエ利用拡大への取組等を支援します。また、森林における効果的・効率的なシカ捕獲の取組を実施、支援します。

＜事業目標＞
○ 野生鳥獣による農作物被害の総産出額に対する割合（0.24%（被害額：140億円）［令和11年度まで］）
○ 捕獲鳥獣のジビエ利用量（4,000t［令和11年度まで］）

都道府県 地域協議会等
定額、1/2等

民間団体等（民間企業、一般社団法人を含む）

（①、③、④、⑤の事業）

（⑥の事業）
国 都道府県 （②、④、⑤の事業）＜事業の流れ＞

交付

都道府県等＜事業の流れ＞
定額

※国有林においては、直轄で実施
国

〔総合的な鳥獣対策・ジビエ利用推進への支援〕

捕獲活動経費
の支援

刈り払い等による
生息環境管理

侵入防止柵の設置や
捕獲機材の導入

〔鳥獣対策の取組〕 〔ジビエ利用推進の取組〕

新たなジビエ商品
の開発

重点捕獲

センサーカメラ
●REC

加害  出没

クマの被害対策に係る総合
的な取組を支援 対クマ電気柵補強(トリップライン)クマ捕獲の強化 クマ撃退スプレー

ジビエハンター
研修の実施

処理加工施設
等の整備

（捕獲段階） （処理・加工段階） （流通・消費段階）

観光等新たな
需要喚起

未利用部位の
ペットフード利用

令和９年度予算概算要求額 19,932百万円（前年度 9,982百万円）

［お問い合わせ先］ （１の事業） 農村振興局鳥獣対策・農村環境課 （03-3591-4958）
（２の事業） 林野庁研究指導課 （03-3502-1063）

〔クマ対策の取組〕

② スマート捕獲等の普及の加速化
ICT等を活用した、被害情報等を踏まえた農地
周辺の加害性の高い個体の重点的な捕獲を支援

① 捕獲から消費まで各段階の取組を推進
ジビエ利用の拡大に向け、ジビエ施設への搬入から
消費の各段階での取組を推進

② 新たな流通体制整備の推進
新たな流通・販売体制の構築、整備に向けた取組を
推進

食品加工卸 小売業処理加工施設

① 広域柵・強固な柵の整備
集落全体を防護する広域的な柵や、維持管理負
担の軽減に資する物理的に強固な柵の整備を支援

物理的に強固な柵広域柵

緩衝帯の整備

処理加工施設等における
人材の確保、育成

捕獲ポイントの特定調査 捕獲個体の効率的な
埋設処理

国有林野における捕獲再造林地での捕獲・
防護手法の実証

整   備   量
WM柵：2.8km

鳥獣被害防止対策とジビエ利用の推進
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